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証券コード 8705
2019年６月12日

　

株 主 各 位
　

東 京 都 中 央 区 新 川 二 丁 目 12 番 16 号

岡藤ホールディングス株式会社
取 締 役 社 長 小 崎 隆 司

　

第14回 定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。

さて、当社第14回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法により議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2019年６月26日（水曜日）午

後５時までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

　

【郵送（書面）による議決権行使の場合】

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着す

るようご返送ください。

　

【インターネットによる議決権行使の場合】

３頁から４頁に記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認のうえ、上記の

行使期限までに行使してください。

敬 具

株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。

何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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記
　

１. 日 時 2019年６月27日（木曜日）午前10時（受付開始時刻 午前９時）

２. 場 所 東京都中央区新川二丁目12番16号

本店６階会議室

(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

　

３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第14期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類および計算書類の内容報告の件

２．会計監査人および監査等委員会の第14期連結計算書類監査結果報告の

件

決議事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

　

４．議決権の行使についてのご案内

複数回議決権を行使された場合、当社に一番後に到着した行使を有効な議決権行使としてお

取扱いいたします。なお、インターネットによる議決権行使と議決権行使書面が同日に到着し

た場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ

げます。

本招集ご通知に際して提供すべき書面のうち、「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」

に つ き ま し て は、 法 令 お よ び 当 社 定 款 第 15 条 の 規 定 に 基 づ き、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

(https://www.okato-holdings.co.jp/ir/shareholder.html)への掲載をもって、株主の皆様に対する書面の提供

とみなさせていただきます。したがって、本招集ご通知の添付書類は、会計監査人および監査等委員会が会計監

査報告および監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類または計算書類の一部であります。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネ

ット上の当社ウェブサイト（https://www.okato-holdings.co.jp/ir/shareholder.html）に掲載させていただき

ます。
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インターネットによる議決権行使のご案内
　

インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、あらかじめ次の

事項をご了承いただきますよう、お願い申しあげます。
　

１．議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご

利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス https://www.web54.net
　

２．議決権行使のお取扱いについて

（１）インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に表示され

た「議決権行使コード」および「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って、

賛否をご入力ください。

（２）議決権の行使期限は、株主総会開催日の前日の2019年６月26日（水曜日）午後５時まで

となっておりますので、お早めの行使をお願いいたします。

（３）複数回議決権を行使された場合、当社に最後に到着した行使を有効な議決権行使として

お取扱いいたします。なお、インターネットによる議決権行使と議決権行使書面が同日

に到着した場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいた

します。

（４）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダおよび通信事業者の料金（接

続料金等）は、株主様のご負担となります。
　

３．パスワードおよび議決権行使コードのお取扱いについて

（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報

です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご

希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。
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４．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問

い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

［電話］0120（652）031 （受付時間 9：00～21：00）

（２）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

ア．証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社にお問い合わせください。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）

三井住友信託銀行 証券代行事務センター

［電話］0120（782）031 （受付時間 9：00～17：00 土日休日を除く）
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株主総会参考書類

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員５名は本総

会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名の選任をお願いするも

のであります。

なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、特段の意見はござ

いませんでした。

取締役候補者は、次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

１
小
お

崎
ざき

隆
たか

司
し

(1953年４月29日生)

1977年４月 岡藤商事株式会社入社

23,600株

2003年７月 同社執行役員
2010年６月 同社取締役
2012年５月 当社総合管理部長
　 ６月 当社取締役総合管理部長
　 12月 三京証券株式会社監査役
2013年６月 当社代表取締役社長（現任）

岡藤商事株式会社代表取締役社長
2017年３月 三京証券株式会社代表取締役社長（現任）
　 ６月 日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社

代表取締役社長（現任）
【取締役候補者とした理由】
小崎隆司氏は、長年にわたりグループ会社において総務・財務業務に携わ
り、2013年から当社代表取締役社長に就任しており、当社グループの事業お
よび会社経営についての豊富な経験と実績に基づく高い見識は、引き続き当
社グループの企業価値の向上のために必要であると判断し、取締役候補者と
いたしました。
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候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

２
杉 本 卓 士
すぎ もと たか し

(1959年９月６日生)

2005年６月 岡藤商事株式会社入社

6,700株

2007年６月 同社取締役

2010年６月 当社取締役

2012年３月 三京証券株式会社代表取締役社長

2013年６月 当社取締役総合管理部長

　 ７月 三京証券株式会社監査役

2014年10月 同社取締役

2017年６月 当社取締役営業戦略室長（現任）

岡藤商事株式会社代表取締役社長（現任）

2018年６月 日産証券プランニング（現 岡藤日産証券プラ
ンニング）株式会社代表取締役社長(現任）

【取締役候補者とした理由】
杉本卓士氏は、長年にわたりグループ会社における商品開発、法人営業部門
等の取締役として業務に携わってまいりました。2017年からは当社営業戦略
室長、また子会社である岡藤商事株式会社の代表取締役社長としてその手腕
を発揮しており、その豊富な経験と実績に基づく高い見識は、引き続き当社
グループの企業価値の向上のために必要であると判断し、取締役候補者とい
たしました。

３
増
ます

田
だ

潤
じゅん

治
じ

(1959年11月13日生)

1984年４月 岡藤商事株式会社入社

7,700株

2004年４月 同社通信取引部長

2005年２月 株式会社オクトキュービック代表取締役社長
2008年６月 岡藤商事株式会社執行役員

2010年６月 同社取締役（現任）

2011年９月 日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社
取締役

2017年６月 当社取締役総合管理部担当兼コンプライアンス
部担当

2018年３月 当社取締役総合管理部担当兼コンプライアンス
部担当兼危機管理室長

2018年６月 当社取締役総合管理部担当兼コンプライアンス
部担当兼危機管理室担当（現任）

【取締役候補者とした理由】
増田潤治氏は、子会社の社長を経たのち、長年にわたりグループ会社の取締
役として、総務・人事・コンプライアンス部門の業務に携わっており、その
豊富な経験と実績に基づく高い見識は、引き続き当社グループの企業価値の
向上のために必要であると判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

４
小 森
こ もり

繁 帆
しげ ほ

(1964年９月14日生)

1988年４月 岡藤商事株式会社入社

13,500株

2005年４月 同社執行役員

2010年６月 同社取締役（現任）
2011年９月 日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社

取締役
2015年７月
2018年６月

同社取締役営業本部長（現任）

当社取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】
小森繁帆氏は、入社以来、長年にわたり営業部門に従事し、現在は子会社で
ある日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社の取締役として営業責任
者を務めております。その豊富な経験と実績に基づく高い見識は、引き続き
当社グループの企業価値の向上のために必要であると判断し、取締役候補者
といたしました。

５
二 家 英 彰
ふた や ひで あき

(1973年12月５日生)

1996年４月 国際証券（現 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ
ー証券）株式会社入社

－株

2002年６月 日本ユニコム（現 ユニコムグループホールデ
ィングス）株式会社取締役

2004年６月 同社常務取締役
2005年12月 日産証券株式会社取締役
2006年10月 ユニコムグループホールディングス株式会社代

表取締役社長
2012年６月

2018年６月

日産センチュリー証券（現 日産証券）株式会
社代表取締役社長（現任）
日産証券プランニング（現 岡藤日産証券プラ
ンニング）株式会社取締役（現任）
当社社外取締役（現任）

【社外取締役候補者とした理由】
二家英彰氏は、他社における経営者としての豊富な経験と長年にわたる金融
業界における幅広い見識を活かして、引き続き当社グループの経営につき有
益な意見や助言をいただけるものと判断し、社外取締役候補者といたしまし
た。

(注) １．二家英彰氏は、当社の大株主である日産証券株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間
で、2018年５月21日付資本業務提携契約を締結しております。また、同社は第一種及び第二種金融
商品取引業、商品先物取引業他において、当社グループと競業関係にあります。なお、当社と同社
は2019年２月13日付にて経営統合に関する基本合意書を締結しております。

２．その他の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．二家英彰氏は、社外取締役候補者であります。
４．二家英彰氏の当社の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年であります。
５．当社は、二家英彰氏との間で会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結しております。当該

契約に基づく取締役の責任限度額は、法令に定める最低責任限度額となります。同氏の再任が承認
された場合、当該契約を継続する予定であります。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役全員３名は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

１
野
の

田
だ

扇三郎
せんざぶろう

(1949年11月４日生)

1968年４月 札幌国税局総務部配属

6,800株

1999年７月 川崎西税務署副署長
2001年７月 武蔵野税務署副署長
2002年７月 税務大学校研究部教授
2004年７月 東京国税局調査第一部特別国税調査官
2005年７月 東京国税局調査第二部調査第11部門統括国税調

査官
2006年７月 東京国税局調査第二部調査総括課長
2007年７月 葛飾税務署長
2009年８月 野田税理士事務所を開業（現在に至る）
2014年６月 当社社外取締役

2015年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
野田扇三郎氏は、主に税理士として培ってきた豊富な経験・見地により、こ
れまで監査等委員である取締役として適切な意見・提言を行ってきた実績を
踏まえ、引き続き取締役会の透明性の向上および監督機能の強化に貢献いた
だけるものと判断し、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

＊２
澤
さわ

田 純
だ まこと

（1955年４月３日生）

1979年４月
2005年４月
2007年９月
2009年10月
2011年８月
2012年６月

2015年７月
2016年７月
2018年３月

岡藤商事株式会社入社
同社総務人事部長
当社危機管理室長
当社検査室長兼コンプライアンス部長
岡藤商事株式会社法務部長
同社取締役営業管理部長兼法務部長
日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社
取締役コンプライアンス部長
当社危機管理室長
岡藤商事株式会社理事総務人事部担当
三京証券株式会社ＣＦＤ業務部長兼金融商品仲
介部長（現任）

－株

【監査等委員である取締役候補者とした理由】
澤田純氏は、入社以来、長年にわたりグループ会社の法務・コンプライアン
ス・監査業務に携わってまいりました。その豊富な経験・見地により、監査
等委員である取締役として適切な意見・提言を行っていただき、取締役会の
透明性の向上および監督機能の強化に貢献いただけるものと判断し、監査等
委員である取締役候補者としました。

＊３
八 木 一 久
や ぎ かず ひさ

(1950年２月５日生)

1976年８月関門商品取引所入所

－株

1991年４月ユニオン貿易（現 ユニコムグループホールデ
ィングス）株式会社入社

1996年８月日本ユニコム（現 ユニコムグループホールデ
ィングス）株式会社総務部長

1998年10月同社総務部理事部長
2004年６月同社執行役員総務部長
2008年３月同社内部統制推進部理事部長
2009年３月同社監査役
2011年６月日産センチュリー証券（現 日産証券）株式会

社監査役（現任）

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
八木一久氏は、日産証券株式会社の監査役を務めており、これまで培ってき
た豊富な経験・見地により、監査等委員である取締役として適切な意見・提
言を行っていただき、取締役会の透明性の向上および監督機能の強化に貢献
いただけるものと判断し、監査等委員である社外取締役候補者といたしまし
た。
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(注) １．＊は新任の監査等委員である取締役候補者であります。
　 ２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．野田扇三郎および八木一久の両氏は、社外取締役候補者であります。当社は野田扇三郎氏を東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており、同氏の再任が承認され
た場合、引き続き独立役員となる予定であります。また、八木一久氏の選任が承認された場合、新
たに独立役員となる予定であります。

４．野田扇三郎氏の当社の社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって５年、監査等委員
である取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年であります。

５．当社は、野田扇三郎氏との間で会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結しております。当
該契約に基づく取締役の責任限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額となります。
同氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。また、八木一久氏の選任が承
認された場合、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

監査等委員である取締役が法令に定めた員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補

欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本選任の効力につきましては、その就任前に限り、監査等委員会の同意を得て、取

締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものといたします。

また、本議案については、監査等委員会の同意を得ております。

補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

山
やま

岡 登
おか のぼる

(1966年12月31日生)

2008年12月 弁護士登録

－株藤川法律事務所入所

現在に至る
【補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由】
山岡登氏は、弁護士として培ってきた法務関連分野における豊富な知識と経
験により、客観的かつ公正な立場で取締役会の透明性の向上および監督機能
の強化に貢献いただけるものと判断し、補欠の監査等委員である社外取締役
候補者といたしました。

(注) １．山岡登氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．山岡登氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３．山岡登氏は、社外役員となること以外の方法で直接会社の経営に関与された経験はありませんが、

監査等委員である取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。
４．山岡登氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が監査

等委員である取締役に就任した場合、当社は同氏を独立役員として届け出る予定であります。
５．山岡登氏が監査等委員である取締役に就任した場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。ただ
し、当該契約に基づく損害賠償の責任限度額は、法令に定める最低責任限度額となります。

以 上
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（添付書類）
　

事 業 報 告

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

　

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過およびその成果

経済環境

当期のわが国経済は、豪雨、台風、地震などの大規模な自然災害が続いたことが一時的

に景況感の悪化に繋がったものの、雇用・所得環境の改善を背景に内需は堅調に推移しま

した。ただし、世界的な景気減速を背景に輸出は低調でした。

米国経済は、税制改革により企業収益が増加する一方、雇用者数の増加による賃金上昇

で当初は個人消費も堅調に推移しました。しかし、米中の貿易摩擦が長期化する中、個人

消費にも陰りが見え始め、年度末にかけては景気が下降局面に入る兆しが出始めました。

ユーロ圏経済は、英国のＥＵ離脱の行方が混迷の度を深めたことや中国経済の減速を背

景に景気減速局面が続きました。特にドイツの輸出需要の減速が顕著でした。

アジア経済は、中国が米国との貿易摩擦を背景に輸出が鈍化したことから、中国の景気

は減速傾向となりましたが、政府による景気下支え策により大幅な成長鈍化は回避されま

した。

　

業界環境

当期の商品先物業界は、2018年10月以降、東京商品取引所と日本取引所グループとの間

で経営統合に向けた話し合いが本格化し、2019年３月には両社の間で経営統合の実現を目

指すことについて基本合意書が締結されました。これにより、多様なデリバティブ商品を

ワンストップで取引することができる総合取引所の実現に向けて進むことになりました。

商品市況は、金はドル高を背景に下落し８月中旬に安値を付けた後、米国の株価が不安

定な値動きを続けたことや世界的な景気減速懸念から、安全資産としてのニーズが高ま

り、年度末にかけて上昇傾向が続きました。原油は米国による対イラン制裁再開による供

給不足懸念から10月にかけて上昇した後、米中の貿易戦争によるエネルギー需要減退懸念

を背景に年末にかけて大きく下落しましたが、ＯＰＥＣ主導の協調減産の継続が決定した

ことから年度末にかけて上昇しました。これらの背景から、全国市場売買高は42,616千枚

（前年同期比82.9％）となりました。
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証券市況は、日経平均株価は為替の円安や米国株の上昇を背景に値を上げ、９月終盤に

は一時24,000円を突破した後、米中の貿易戦争による世界的な景気減速懸念を背景に年末

にかけては18,000円台まで下落しましたが、１月以降は米国株の上昇を背景に値を戻し

21,000円台を回復しました。

為替市況は、円相場は米国での利上げ継続観測から10月にかけて円安ドル高傾向での推

移となり114円台まで上昇した後、１月にはアップル社の業績下方修正をきっかけに一時

104円台まで急落しましたが、売られ過ぎの反動から年度末にかけて値を戻し、110円台を

回復しました。

損益状況

当期の損益につきましては、受取手数料は2,082,632千円（前年同期比124.0％）、売買

損益は456,580千円の利益（同48.9％）となり、営業収益は2,666,486千円（同97.4％）と

なりました。

営業費用につきましては、2,651,185千円（同90.6％）となりました。

営業外損益につきましては、営業外収益が62,629千円（同90.7％）、営業外費用が

40,340千円（同124.3％）となりました。

特別損益につきましては、特別利益は226,045千円（同159.3％）、特別損失が58,136千

円（同41.9％）となりました。

以上の結果、営業利益15,300千円（前年同期は189,654千円の営業損失）、経常利益

37,588千円（前年同期は153,035千円の経常損失）となり、親会社株主に帰属する当期純

利益は168,238千円（前年同期は176,892千円の親会社株主に帰属する当期純損失）となり

ました。

　

また、当期におけるセグメント別の業績の状況は次のとおりであります。
　

① 商品取引関連事業

当社グループの中核事業である商品取引関連事業につきましては、受取手数料は

1,259,918千円(前年同期比79.5％)となりました。また、売買損益は227,589千円の利益

(同76.0％)となりました。この結果、営業収益は1,576,406千円（同79.4％）となりま

した。

② 有価証券関連事業

有価証券関連事業につきましては、受取手数料は107,500千円(前年同期比156.8％)と

なりました。また、売買損益は228,991千円の利益(同36.1％)となりました。この結果、

営業収益は374,866千円(同51.6％)となりました。
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③ くりっく関連事業

2018年１月より開始したくりっく関連事業においては、受取手数料は715,213千円

（前年同期は26,337千円）となりました。

２．設備投資等の状況

設備投資につきましては、事業に影響をおよぼす重要な事項はありません。

　

３．資金調達の状況

当期におきましては、第三者割当による新株式発行および自己株式の処分により、

360,000千円の資金調達を行っております。

　

４．対処すべき課題

当社グループの中核事業であります商品取引関連事業におきましては、特定の銘柄に売買

が集中していることや金と白金の限日取引の売買高が低調だったことなどを背景に、依然と

して全国市場売買高は減少傾向が続いています。

当社グループでは、このような厳しい事業環境の中においても、ビジネスモデルの最適化

を図りながら安定的に収益基盤を確保し、黒字経営を継続するため、以下の方針で事業活動

を行ってまいります。

商品取引関連事業につきましては、東京商品取引所と日本取引所グループが経営統合の実

現を目指すことについて合意したことから、来年度には総合取引所が実現する予定となって

います。業界が大きく変化する中にあっても、営業利益を確保することが最重要課題である

と認識し、収益の維持のための基盤整備として、引き続き預り資産の維持・拡大に取り組ん

でまいります。

有価証券関連事業につきましては、既存の証券事業の収益拡大を図るとともに、新たな収

益源の模索により、当社グループの収益の一つの柱となることを目指して事業を展開してま

いります。

くりっく関連事業につきましては、既存の取引所株価指数証拠金取引（くりっく株３６

５）に加え、昨年７月には取引所為替証拠金取引（くりっく３６５）の取り扱いを開始いた

しました。新興国通貨が大きく変動したことなどを背景に、口座数と預り資産が大きく増加

し、当社グループの収益の一つの柱に育ちつつあります。安定的な収益の確保のため、さら

なる口座数と預り資産の拡大に取り組んでまいります。
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また、お客様に安心してお取引をいただくため、法令遵守態勢のより一層の強化を図り、

コンプライアンスを徹底し、誠実な業務運営を行い、万全の体制をもって会社の信頼向上に

邁進してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し

あげます。
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５．財産および損益の状況

① 企業集団の財産および損益の状況の推移

区 分
第11期

2016年３月期
第12期

2017年３月期
第13期

2018年３月期
第14期

2019年３月期

営 業 収 益
( う ち 受 取 手 数 料 )

(千円)
3,295,200
(2,855,275)

2,840,184
(2,425,129)

2,737,430
(1,679,041)

2,666,486
(2,082,632)

親会社株主に帰属する当期純利益または
親会社株主に帰属する当期純損失(△)

(千円) 330,593 △858,146 △176,892 168,238

１株当たり当期純利益または
１株当たり当期純損失(△)

( 円 ) 38.64 △99.97 △20.35 16.24

総 資 産 (千円) 26,472,726 40,602,176 28,637,030 34,520,219

純 資 産 (千円) 3,966,920 3,141,359 2,998,277 3,485,131

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ( 円 ) 457.66 360.19 340.25 321.74

(注) １．１株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失は期中平均発行済株式総数に、１株当たり純資
産額は期末発行済株式総数に基づき算出しております。

２．第12期より、営業収益に係る表示方法の変更を行っております。第11期の数値につきましては、当

該表示方法の変更を反映した組替後の数値を記載しております。

　

② 当社の財産および損益の状況の推移

区 分
第11期

2016年３月期
第12期

2017年３月期
第13期

2018年３月期
第14期

2019年３月期

営 業 収 益 (千円) 1,350,254 453,650 354,000 354,280

当 期 純 利 益 (千円) 684,713 113,748 16,005 86,504

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 80.03 13.25 1.84 8.35

総 資 産 (千円) 7,245,280 6,788,331 6,496,865 6,653,965

純 資 産 (千円) 5,304,920 5,406,327 5,427,357 5,836,493

１ 株 当 た り 純 資 産 額 ( 円 ) 613.69 623.99 618.66 541.44

(注) １株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数に、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数に基づ
き算出しております。
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６．重要な親会社および子会社の状況（2019年３月31日現在）

① 親会社の状況

該当事項はありません。

　

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 業 務 内 容

岡 藤 商 事 株 式 会 社
千円

2,000,000
％

100.0
商品先物取引業

日 本 フ ィ ナ ン シ ャ ル
セ キ ュ リ テ ィ ー ズ 株 式 会 社

千円
100,000

％
100.0

商品先物取引仲介業
金融商品仲介業

三 京 証 券 株 式 会 社
千円

503,720
％

100.0
証券業

岡藤日産証券プランニング株式会社
千円

51,500
％

89.8
商品先物取引仲介業
金融商品仲介業

(注) 岡藤日産証券プランニング株式会社は、2018年７月31日の株式取得にともない、当期より連結子会社と
なりました。

③ 特定完全子会社の状況

会 社 名 所 在 地 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

岡 藤 商 事 株 式 会 社 東京都中央区新川二丁目12番16号
　 千円

4,991,428
　 千円

6,653,965

　

７．主要な事業内容（2019年３月31日現在）

投資・金融サービス業

当社グループは、商品先物取引、有価証券取引等を中心に、顧客に対して総合的な投資・

金融サービスを提供するとともに、商品取引関連事業において自己売買等の業務を行ってお

ります。

主な事業内容は次のとおりであります。

　

① 商品取引関連事業

商品先物市場における取引の受託、商品先物市場における取引の受託の取次、商品先

物市場等における自己売買取引等
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② 有価証券関連事業

有価証券の売買等に関する証券業務

③ くりっく関連事業

取引所株価指数証拠金取引および取引所為替証拠金取引の売買等の取次ぎ等に関する

業務

８．主要な事業所（2019年３月31日現在）

会 社 名 事 業 所 名 所 在 地

岡 藤 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 本 店 東京都中央区

岡 藤 商 事 株 式 会 社 本 店 東京都中央区

日 本 フ ィ ナ ン シ ャ ル セ キ ュ リ テ ィ ー ズ 株 式 会 社

本 店 東京都中央区

大 阪 店 大阪市中央区

そ の 他 ２ 店 舗

三 京 証 券 株 式 会 社 本 店 東京都中央区

岡 藤 日 産 証 券 プ ラ ン ニ ン グ 株 式 会 社
本 店 東京都中央区

そ の 他 ２ 店 舗

　

９．従業員の状況（2019年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前期末比増減

商品取引関連事業 126名 　 8名減

有価証券関連事業 47名 28名増

くりっく関連事業 0名 －

そ の 他 6名 1名増

合 計 179名 21名増

(注) くりっく関連事業については、商品取引関連事業および有価証券関連事業の従業員が兼務しておりま
す。
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② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

16名 － 51.1歳 3.1年

　

10．主要な借入先（2019年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 り そ な 銀 行 500,000千円

11．その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅱ．会社の株式に関する事項（2019年３月31日現在）

１．株式の数

発行可能株式総数 27,000,000株

発行済株式の総数 10,965,047株

　

２．株主数 3,564名 (前期末比56名増)

　

３．大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 産 証 券 株 式 会 社 2,000千株 18.65％

岡 三 に い が た 証 券 株 式 会 社 610 5.69

大 東 建 託 株 式 会 社 498 4.65

ユ ニ オ ン ツ ー ル 株 式 会 社 498 4.64

株 式 会 社 廣 済 堂 390 3.64

岡 藤 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 従 業 員 持 株 会 259 2.42

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 247 2.31

三 東 株 式 会 社 197 1.84

加 藤 貴 久 197 1.84

株 式 会 社 岡 三 証 券 グ ル ー プ 169 1.58

(注) 持株比率は自己株式（240,293株）を控除して計算しております。

　

４．その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項

１．当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

2012年６月１日開催の取締役会決議による新株予約権
① 新株予約権の払込金額 払込を要しない
② 新株予約権の行使価額 １株につき１円
③ 新株予約権の行使条件 新株予約権者は、当社の取締役または当社の子会社の取

締役の地位を喪失した場合、その喪失日より10日間に限
り新株予約権の行使を可能とする。

④ 新株予約権の行使期間 2012年６月19日から2042年６月18日
⑤ 当社役員の保有状況

　

新株予約権の数
目 的 と な る 株 式 の
種 類 お よ び 数

保 有 者 数

取 締 役
（監査等委員および社外取締役を除く）

312個 普通株式31,200株 ４名

社 外 取 締 役
（監 査 等 委 員 を 除 く）

－ － －

取 締 役
（監 査 等 委 員）

－ － －

　

2013年６月３日開催の取締役会決議による新株予約権
① 新株予約権の払込金額 払込を要しない
② 新株予約権の行使価額 １株につき１円
③ 新株予約権の行使条件 新株予約権者は、当社の取締役または当社の子会社の取

締役の地位を喪失した場合、その喪失日より10日間に限
り新株予約権の行使を可能とする。

④ 新株予約権の行使期間 2013年６月20日から2043年６月19日
⑤ 当社役員の保有状況

　

新株予約権の数
目 的 と な る 株 式 の
種 類 お よ び 数

保 有 者 数

取 締 役
（監査等委員および社外取締役を除く）

293個 普通株式29,300株 ４名

社 外 取 締 役
（監 査 等 委 員 を 除 く）

－ － －

取 締 役
（監 査 等 委 員）

－ － －
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2014年６月２日開催の取締役会決議による新株予約権
① 新株予約権の払込金額 払込を要しない
② 新株予約権の行使価額 １株につき１円
③ 新株予約権の行使条件 新株予約権者は、当社の取締役または当社の子会社の取

締役の地位を喪失した場合、その喪失日より10日間に限
り新株予約権の行使を可能とする。

④ 新株予約権の行使期間 2014年６月19日から2044年６月18日
⑤ 当社役員の保有状況

　

新株予約権の数
目 的 と な る 株 式 の
種 類 お よ び 数

保 有 者 数

取 締 役
（監査等委員および社外取締役を除く）

317個 普通株式31,700株 ４名

社 外 取 締 役
（監 査 等 委 員 を 除 く）

－ － －

取 締 役
（監 査 等 委 員）

－ － －

　

2015年６月１日開催の取締役会決議による新株予約権

① 新株予約権の払込金額 払込を要しない
② 新株予約権の行使価額 １株につき１円
③ 新株予約権の行使条件 新株予約権者は、当社の取締役または当社の子会社の取

締役の地位を喪失した場合、その喪失日より10日間に限
り新株予約権の行使を可能とする。

④ 新株予約権の行使期間 2016年６月17日から2045年６月17日
⑤ 当社役員の保有状況

　

新株予約権の数
目 的 と な る 株 式 の
種 類 お よ び 数

保 有 者 数

取 締 役
（監査等委員および社外取締役を除く）

176個 普通株式17,600株 ４名

社 外 取 締 役
（監 査 等 委 員 を 除 く）

－ － －

取 締 役
（監 査 等 委 員）

－ － －
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2016年６月１日開催の取締役会決議による新株予約権
① 新株予約権の払込金額 払込を要しない
② 新株予約権の行使価額 １株につき１円
③ 新株予約権の行使条件 新株予約権者は、当社の取締役または当社の子会社の取

締役の地位を喪失した場合、その喪失日より10日間に限
り新株予約権の行使を可能とする。

④ 新株予約権の行使期間 2017年６月17日から2046年６月17日
⑤ 当社役員の保有状況

　

新株予約権の数
目 的 と な る 株 式 の
種 類 お よ び 数

保 有 者 数

取 締 役
（監査等委員および社外取締役を除く）

299個 普通株式29,900株 ４名

社 外 取 締 役
（監 査 等 委 員 を 除 く）

－ － －

取 締 役
（監 査 等 委 員）

－ － －

　

２．当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。

３．その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅳ．会社役員に関する事項

１．取締役の状況（2019年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 小 崎 隆 司
日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社代表
取締役社長
三京証券株式会社代表取締役社長

取 締 役 杉 本 卓 士
営業戦略室長
岡藤商事株式会社代表取締役社長
岡藤日産証券プランニング株式会社代表取締役社長

取 締 役 増 田 潤 治
総合管理部担当兼コンプライアンス部担当兼危機管
理室担当
岡藤商事株式会社取締役

取 締 役 小 森 繁 帆 岡藤商事株式会社取締役
日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社取締役

取 締 役 二 家 英 彰
日産証券株式会社代表取締役社長
岡藤日産証券プランニング株式会社取締役

取締役（監査等委員） 清 水 泰 和
岡藤商事株式会社監査役
日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社監査役
三京証券株式会社監査役

取締役（監査等委員） 宮 澤 正 則 岡藤商事株式会社監査役

取締役（監査等委員） 野 田 扇 三 郎

(注) １．取締役二家英彰、取締役（監査等委員）清水泰和、宮澤正則および野田扇三郎の各氏は、社外取締
役であります。

　 ２．取締役（監査等委員を除く）からの情報収集および取締役会以外の重要な会議等への出席による情
報共有ならびに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能とするため、清水泰和氏を常勤
の監査等委員として選定しております。

３．当社は、取締役（監査等委員）宮澤正則および野田扇三郎の両氏を株式会社東京証券取引所の定め
に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

４．取締役（監査等委員）宮澤正則氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相
当程度の知見を有するものであります。また、取締役（監査等委員）野田扇三郎氏は、税理士の資
格を有しており、税務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

５．2018年６月28日開催の第13回定時株主総会終結の時をもって、取締役古田省三氏は、任期満了によ
り退任いたしました。

６．2018年６月28日開催の第13回定時株主総会において、新たに小森繁帆および二家英彰の両氏が取締
役に選任され、就任いたしました。

２．責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく損害賠償の責

任限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。
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３．取締役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 （監 査 等 委 員 を 除 く）
（う ち 社 外 取 締 役）

４名
(－)

14,285千円
(－)

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

３
(３)

14,423
(14,423)

合 計 ７ 28,708

(注) １．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2015年６月26日開催の当社第10回定時株主総会にお

いて、年額300,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。ま
た別枠で、2015年６月26日開催の当社第10回定時株主総会において、ストック・オプションによる
報酬額として年額50,000千円以内と決議いただいております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年６月26日開催の当社第10回定時株主総会において、
年額50,000千円以内と決議いただいております。

４．上記の支給人員には、2018年６月28日開催の第13回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役
（監査等委員を除く）１名を含んでおります。なお、無報酬の取締役（監査等委員を除く）２名は、
上記支給人員に含まれておりません。
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４．社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職状況および当事業年度における主な活動状況

取締役
二 家 英 彰

他の法人等の重要な兼職状況

日産証券株式会社代表取締役社長
同社は、当社の大株主であり、当社との間で資本業
務提携契約を締結しております。
岡藤日産証券プランニング株式会社取締役
同社は、当社の連結子会社であります。

当事業年度における主な活動
状況（取締役会への出席状況
および発言状況）

2018年６月28日の就任以後の当事業年度開催の取締
役会10回すべてに出席し、他社における経営者とし
ての豊富な経験や幅広い見識を基に、適宜、議案審
議等に必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
清 水 泰 和

他の法人等の重要な兼職状況

岡藤商事株式会社監査役
日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社監査役
三京証券株式会社監査役
各社は、当社の連結子会社であります。

当事業年度における主な活動
状況（取締役会および監査等
委員会への出席状況および発
言状況）

当事業年度開催の取締役会14回すべてに出席し、ま
た監査等委員会９回すべてに出席し、長年の金融業
における監査業務の経験・見識を基に、適宜、議案
審議等に必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
宮 澤 正 則

他の法人等の重要な兼職状況
岡藤商事株式会社監査役
同社は、当社の連結子会社であります。

当事業年度における主な活動
状況（取締役会および監査等
委員会への出席状況および発
言状況）

当事業年度開催の取締役会14回のうち10回に出席
し、また監査等委員会９回すべてに出席し、主に公
認会計士として培ってきた豊富な経験・見地を基
に、適宜、議案審議等に必要な発言を行っておりま
す。

取締役（監査等委員）
野 田 扇 三 郎

他の法人等の重要な兼職状況 該当事項はありません。

当事業年度における主な活動
状況（取締役会および監査等
委員会への出席状況および発
言状況）

当事業年度開催の取締役会14回のうち13回に出席
し、また監査等委員会９回すべてに出席し、主に税
理士として培ってきた豊富な経験・見地を基に、適
宜、議案審議等に必要な発言を行っております。

　

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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Ⅴ．会計監査人の状況

１．会計監査人の名称 監査法人まほろば
　

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の額は以下のとおりです。

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 14,640千円

当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,160

(注) １．当社監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積りの算出
根拠について検討した結果、これらについて適切であると判断し、会計監査人の報酬等の額につい
て同意しております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

３．非監査業務の内容

当社子会社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である

「顧客資産の分別管理に関する検証業務」についての対価を支払っております。
　

４．会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い

たします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれか

に該当すると認められる場合に、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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Ⅵ．会社の体制および方針
１．業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制に関する基本方針について、以下のとおり取締役

会において決議しております。

（１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制について

① 毎月１回以上取締役会を開催し、経営に関する重要事項については、取締役会決議を要

することとし、多面的な検討を経て迅速かつ慎重に決定・承認を行う。

② 社内規則に基づく職務権限および稟議手続き等の意思決定ルールにより、適正かつ効率

的に職務の執行が行われる体制をとる。

③ コンプライアンス体制を確保するための体制および規定等の構築・整備を行う。

④ 取締役社長の直属に「内部監査室」を設置する。内部監査室はグループ各社における使

用人の職務の執行について内部監査を担当するものとし、監査方針・監査計画を取締役社

長および監査等委員会に提出し、監査結果を被監査部署の担当取締役および取締役社長、

監査等委員会に報告する。

⑤ 内部通報制度を構築・整備する。

⑥ 金融商品取引法に基づき、当社グループの財務報告に係る信頼性を確保するため、グル

ープ各社は財務報告に係る、必要かつ適切な内部統制を整備し、運用する。

また、コンプライアンス部および内部監査室を中心に、当該内部統制の有効性を定期的

に検証し、その検証結果を、必要に応じて改善・是正に関する提言とともに、取締役会に

報告する体制を構築する。

⑦ 当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には、毅然とした

態度で組織的に対応し、取引関係を含めて一切の関係を遮断する。

　

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制について

① 社内規則に従い、文書または電磁的媒体に記録し、適切に保存・管理する。

② 取締役または監査等委員会は、常時、これらの文書等を閲覧することができる。取締役

または監査等委員会の命を受けた使用人についても同様とする。

　

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制について

① 当社グループ企業における業務執行上のリスク管理についての基本方針・管理体制を社

内規則で定め、その運用を図る。
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② 必要に応じてリスクカテゴリーごとに規程等を制定し、研修の実施、社内マニュアルの

作成・配布などを行う。

③ リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合は、取締役は速やかに取締役会

に報告する。

④ 新たに生じたリスクについては、その対応のため、取締役社長は対応責任者となる取締

役を定め、対策会議を招集する。

　

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について

① 業務分掌規程等の社内規則により各部門、各役職における権限と責任を明確化するとと

もに、社内規則に基づく意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われる

体制をとる。

② その他、取締役は、内部統制制度、年度計画、予算・業績管理制度、月次・四半期業

績、人事管理制度、社内規則等を整備・運用し、職務の執行が法令および定款に適合し、

かつ、効率的に行われることを確保する。

③ 取締役会はその進捗状況を定期的に確認して改善を促すことができるよう、全社的な業

務の効率化を実現するシステムを構築する。

　

（５）当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制について

① 関係会社管理規程を整備・運用することにより、子会社が当社に対し協議すべき事項お

よび報告すべき事項を明確にする。

② 前記(１)、(３)、(４)について、子会社においても整備・運用を推進する。

③ グループの経営に関する重要事項については、取締役会決議を要することとし、多面的

な検討を経て慎重かつ迅速に決定・承認を行う。

④ 年度予算制度に基づき、目標の明確な付与、採算の徹底を通じて市場競争力の強化を図

るため、年度予算を策定し、それに基づく業績管理を行う。

　

（６）当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項、当該取締役

および使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事

項、当該取締役および使用人に対する指示の実効性の確保について

① 当社の監査等委員会が求めた場合には、業務分掌規程に基づき監査等委員会にその職務

を補助すべき従業員を付属させることができる。

② 監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する人事異動、人事考課、懲戒等について

は、監査等委員会の同意を必要とする。
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③ 監査等委員会の職務を補助すべき従業員は業務執行禁止とし、監査等委員会の指示のみ

に基づき、監査等委員会の監査に関わる権限の行使を補助する。

　

（７）当社および子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人等が監査

等委員会に報告をするための体制、ならびに報告したことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制について

① 法定の事項の他、当社および子会社に関する下記の事項については監査等委員会へ報告

を行うこととする。

ア．重要な会議で審議、報告された事項

イ．内部監査室が実施した内部監査の結果についての事項

ウ．グループ経営上著しい損害をおよぼすおそれのある事実を発見したときはその事実、

およびグループ役職員の違法、内部不正行為

エ．内部通報制度による通報の状況

オ．毎月の経営の状況および業務執行上重要な事項

カ．子会社の監査役の活動状況

キ．その他、監査等委員会がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項

なお、監査等委員会への報告は常勤の監査等委員への報告をもってこれを行う。

② 監査等委員会は、必要に応じ当社および当社子会社の取締役および従業員を出席させ、

報告・意見を聞くことができる。当該出席者は、監査等委員会に対し、監査等委員会の求

めた事項について説明を行わなければならない。

③ 監査等委員会に報告したことを理由とする不利益処分その他の不当な取扱いを禁止する

とともに、子会社においてもその徹底を図る。

　

（８）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制について

① 監査等委員の職務の遂行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について

生ずる費用または債務は、監査等委員会の意見を尊重して、適時適切に当社が負担する。

② 監査等委員会の職務遂行においては、各部署における従業員は監査等委員会の監査に協

力しなければならない。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当期における業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づく主な運用状況は

以下のとおりであります。

① 取締役会は毎月１回以上開催され、グループ経営に関する重要事項を決議しました。

② コンプライアンス体制およびリスク管理については、社内規程およびマニュアル等を運

用するとともに、必要な見直しを行い、全役職員に対する研修を行いました。

③ 内部監査については、事前に取締役会で承認された監査方針・監査計画に基づいて、内

部監査室による内部監査を実施し、その監査結果については被監査部署の担当取締役、取

締役社長および監査等委員会に報告を行いました。

④ 社外の法律事務所を含め複数の通報窓口を設置し、通報者の保護を徹底した内部通報制

度を運用しております。

⑤ 財務報告に係る内部統制の有効性については、コンプライアンス部を中心に検証を行

い、その結果を取締役会に報告しました。

⑥ 反社会的勢力との関係遮断のため、顧客および取引先の審査を実施しました。

⑦ 業績管理については子会社を含めて日次管理および月次管理を行いました。

⑧ 監査等委員会への報告体制については、主に取締役会や重要な会議への出席を通じて法

定事項および重要事項を報告しました。

⑨ 監査等委員会の監査については、内部監査室との連携および各部署の協力のもとに行わ

れました。

３．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置付けておりま

す。

当社は、会社法第459条の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うこ

とができる旨を定款に定めております。

当期の剰余金の配当につきましては、経営環境および財政状態などを総合的に勘案し、１

株につき３円とし、２期ぶりに復配することといたしました。

また、今後の配当に関する基本方針としましては、株主の皆様に業績に応じた利益の還元

を行うため、連結ベースでの配当性向20％を目標に定めた上で、経営環境、営業利益の十分

な達成および内部留保による財務体質の強化等を総合的に勘案して、積極的な利益還元を行

うこととしております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(2019年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額
( 資 産 の 部 ) 千円 ( 負 債 の 部 ) 千円

流 動 資 産 32,429,713 流 動 負 債 30,459,486
現 金 及 び 預 金 3,632,315 短 期 借 入 金 733,750
委 託 者 未 収 金 28,351 一年内返済予定の長期借入金 337,125
有 価 証 券 36,084 借 入 商 品 6,048,023
商 品 2,834 預 り 商 品 8,106,924
保 管 借 入 商 品 573,250 未 払 金 132,139
保 管 有 価 証 券 3,094,308 未 払 法 人 税 等 52,490
差 入 保 証 金 8,526,401 未 払 消 費 税 等 105,832
約 定 見 返 勘 定 2,017 預 り 証 拠 金 8,570,686
信 用 取 引 資 産 700,926 預り証拠金代用有価証券 3,094,308
信 用 取 引 貸 付 金 692,806 受 入 保 証 金 2,259,109
信 用 取 引 借 証 券 担 保 金 8,120 信 用 取 引 負 債 695,294

顧 客 分 別 金 信 託 290,000 信 用 取 引 借 入 金 695,294
預 託 金 95,124 賞 与 引 当 金 45,298
委 託 者 先 物 取 引 差 金 1,685,577 そ の 他 の 流 動 負 債 278,504
貸 付 商 品 13,454,413 固 定 負 債 499,357
そ の 他 の 流 動 資 産 313,638 退 職 給 付 に 係 る 負 債 403,977
貸 倒 引 当 金 △ 5,529 繰 延 税 金 負 債 95,380

固 定 資 産 2,090,506 特 別 法 上 の 準 備 金 76,244
有 形 固 定 資 産 296,809 商 品 取 引 責 任 準 備 金 74,324
建 物 38,263 金融商品取引責任準備金 1,920
土 地 246,759 負 債 合 計 31,035,088
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 11,786 ( 純資産の部 )

無 形 固 定 資 産 23,296 株 主 資 本 3,234,760
ソ フ ト ウ エ ア 23,233 資 本 金 3,507,483
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 62 資 本 剰 余 金 110,181
投 資 そ の 他 の 資 産 1,770,400 利 益 剰 余 金 △ 293,507
投 資 有 価 証 券 1,074,845 自 己 株 式 △ 89,397
出 資 金 9,704 その他の包括利益累計額 215,838
破 産 更 生 債 権 等 1,480,026 その他有価証券評価差額金 215,838
長 期 差 入 保 証 金 606,906 新 株 予 約 権 29,666
会 員 権 120,986 非 支 配 株 主 持 分 4,864
その他の投資その他の資産 94,119
貸 倒 引 当 金 △ 1,616,188 純 資 産 合 計 3,485,131
資 産 合 計 34,520,219 負 債 ・ 純 資 産 合 計 34,520,219
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連 結 損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

　

科 目 金 額
営 業 収 益 千円 2,666,486千円

受 取 手 数 料 2,082,632
売 買 損 益 456,580
そ の 他 127,272

営 業 費 用 2,651,185
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,651,185

営 業 利 益 15,300
営 業 外 収 益 62,629

受 取 利 息 3,952
受 取 配 当 金 23,249
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 360
受 取 リ ー ス 料 24,448
そ の 他 の 営 業 外 収 益 10,618

営 業 外 費 用 40,340
支 払 利 息 10,505
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 444
証 券 代 行 事 務 手 数 料 4,297
支 払 リ ー ス 料 8,460
株 式 交 付 費 6,688
そ の 他 の 営 業 外 費 用 9,944

経 常 利 益 37,588
特 別 利 益 226,045

固 定 資 産 売 却 益 84
投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,160
商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入 額 14,575
金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入 686
訴 訟 損 失 引 当 金 戻 入 額 6,100
顧 客 移 管 収 入 186,543

清 算 分 配 金 13,895

特 別 損 失 58,136
減 損 損 失 29,038
投 資 有 価 証 券 評 価 損 29,097

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 205,497
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 38,917 38,917
当 期 純 利 益 166,580
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 1,657
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 168,238
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連結株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

　

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,500,000 129,698 △461,745 △461,431 2,706,522

当 期 変 動 額

第三者割当増資による新株の発行 7,483 7,483 14,967

親会社株主に帰属する当期純利益 168,238 168,238

自 己 株 式 処 分 差 損 △ 27,001 192,034 165,032

自 己 株 式 の 処 分 180,000 180,000

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 7,483 △ 19,517 168,238 372,034 528,238

当 期 末 残 高 3,507,483 110,181 △ 293,507 △ 89,397 3,234,760

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 262,088 262,088 29,666 ― 2,998,277

当 期 変 動 額

第三者割当増資による新株の発行 14,967

親会社株主に帰属する当期純利益 168,238

自 己 株 式 処 分 差 損 165,032

自 己 株 式 の 処 分 180,000

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

△ 46,249 △ 46,249 ― 4,864 △ 41,384

当 期 変 動 額 合 計 △ 46,249 △ 46,249 ― 4,864 486,853

当 期 末 残 高 215,838 215,838 29,666 4,864 3,485,131
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貸 借 対 照 表
(2019年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) 千円 ( 負 債 の 部 ) 千円

流 動 資 産 263,407 流 動 負 債 618,007

現 金 及 び 預 金 220,380 短 期 借 入 金 200,000

未 収 入 金 34,000 未 払 金 383,996

前 払 費 用 4,645 未 払 費 用 1,218

そ の 他 の 流 動 資 産 4,380 未 払 法 人 税 等 27,120

固 定 資 産 6,390,558 未 払 消 費 税 等 3,511

投 資 そ の 他 の 資 産 6,390,558 賞 与 引 当 金 1,563

関 係 会 社 株 式 6,157,758 そ の 他 の 流 動 負 債 597

投 資 有 価 証 券 232,799 固 定 負 債 199,464

長 期 未 払 金 184,491

繰 延 税 金 負 債 14,972

負 債 合 計 817,471

( 純資産の部 )

株 主 資 本 5,772,900

資 本 金 3,507,483

資 本 剰 余 金 297,778

資 本 準 備 金 7,483

そ の 他 資 本 剰 余 金 290,294

利 益 剰 余 金 2,050,547

利 益 準 備 金 14,489

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,036,058

繰 越 利 益 剰 余 金 2,036,058

自 己 株 式 △ 82,908

評 価 ・ 換 算 差 額 等 33,926

その他有価証券評価差額金 33,926

新 株 予 約 権 29,666

純 資 産 合 計 5,836,493

資 産 合 計 6,653,965 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,653,965
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損 益 計 算 書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

　

科 目 金 額

営 業 収 益 千円 354,280千円

経 営 指 導 料 342,780

そ の 他 11,500

営 業 費 用 243,823

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 243,823

営 業 利 益 110,456

営 業 外 収 益 9,086

受 取 利 息 1

受 取 配 当 金 8,912

法 人 税 等 還 付 加 算 金 1

そ の 他 の 営 業 外 収 益 170

営 業 外 費 用 14,741

支 払 利 息 903

証 券 代 行 事 務 手 数 料 4,297

株 式 交 付 費 6,688

フ ァ シ リ テ ィ フ ィ ー 997

そ の 他 の 営 業 外 費 用 1,854

経 常 利 益 104,800

特 別 利 益 2,202

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,202

税 引 前 当 期 純 利 益 107,003

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,499 20,499

当 期 純 利 益 86,504
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株主資本等変動計算書

（2018年４月１日から
2019年３月31日まで）

　

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,500,000 ― 290,294 290,294 14,489 1,949,554 1,964,043

当 期 変 動 額

第三者割当増資による新株の発行 7,483 7,483 7,483 ―

当 期 純 利 益 ― 86,504 86,504

自己株式処分差損 ― ―

自己株式の処分 ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 7,483 7,483 ― 7,483 ― 86,504 86,504

当 期 末 残 高 3,507,483 7,483 290,294 297,778 14,489 2,036,058 2,050,547
　

株 主 資 本
評価・換算
差 額 等

新株予約権純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 △427,941 5,326,396 71,294 29,666 5,427,357

当 期 変 動 額

第三者割当増資による新株の発行 14,967 14,967

当 期 純 利 益 86,504 86,504

自己株式処分差損 165,032 165,032 165,032

自 己 株 式 の 処 分 180,000 180,000 180,000

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△37,368 ― △37,368

当 期 変 動 額 合 計 345,032 446,504 △37,368 ― 409,135

当 期 末 残 高 △82,908 5,772,900 33,926 29,666 5,836,493
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月20日

岡藤ホールディングス株式会社

取 締 役 会 御中

監査法人まほろば
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 井 尾 仁 志 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 関 根 一 彦 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡藤ホールディングス株式会社の2018年４月１日
から2019年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、岡藤ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年５月20日

岡藤ホールディングス株式会社

取 締 役 会 御中

監査法人まほろば
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 井 尾 仁 志 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 関 根 一 彦 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡藤ホールディングス株式会社の2018年４
月１日から2019年３月31日までの第14期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第14期事業年度における取締役の職務の執
行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下
記の方法で監査を実施しました。
(1)監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

(2)会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人まほろばの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人まほろばの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年５月21日
岡藤ホールディングス株式会社 監査等委員会

常勤監査等委員 （社外取締役） 清 水 泰 和 ㊞
監 査 等 委 員 （社外取締役） 宮 澤 正 則 ㊞
監 査 等 委 員 （社外取締役） 野 田 扇三郎 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図
　

東京都中央区新川二丁目12番16号
　

　

●地下鉄東西線・日比谷線「茅場町」駅１・２番出口より徒歩約８分。

●地下鉄日比谷線「八丁堀」駅Ａ４番出口より徒歩約５分。

●ＪＲ京葉線「八丁堀」駅Ｂ４番出口より徒歩約３分。

●都営バス「東京駅八重洲口」より<東15>・<東16>系統で「新川」下車、徒歩

約１分。
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